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1.  平成21年3月期第1四半期の連結業績（平成20年4月1日～平成20年6月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期第1四半期 39,395 ― 3,295 ― 3,278 ― 1,974 ―

20年3月期第1四半期 26,987 19.6 2,642 2.2 2,656 2.4 1,590 1.3

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益

円 銭 円 銭

21年3月期第1四半期 57.75 57.71
20年3月期第1四半期 44.19 44.15

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期第1四半期 57,726 33,095 57.3 966.23
20年3月期 55,618 32,000 57.5 935.05

（参考） 自己資本   21年3月期第1四半期  33,060百万円 20年3月期  31,966百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― 25.00 ― 25.00 50.00
21年3月期 ― ――― ――― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― 25.00 ― 30.00 55.00

3.  平成21年3月期の連結業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期連結累計期間 60,000 ― 5,500 ― 5,500 ― 3,200 ― 93.60
通期 130,000 10.7 12,000 10.8 12,000 10.5 7,000 8.5 204.75

4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  有  

（注）詳細は、２ページ【定性的情報・財務諸表等】 ４．その他をご覧ください。  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

（注）詳細は、２ページ【定性的情報・財務諸表等】 ４．その他をご覧ください。  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】 ４．その他をご覧ください。  

(4) 発行済株式数（普通株式） 

（業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項） 
（1）上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、貴金属価格の相場変動等によって変動することがあります。 
（2）当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第
14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。  

新規 1 社 （社名 ジャパンウェイスト株式会社 ） 除外 ― 社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第1四半期  36,254,344株 20年3月期  36,254,344株

② 期末自己株式数 21年3月期第1四半期  2,038,117株 20年3月期  2,066,782株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年3月期第1四半期  34,199,294株 20年3月期第1四半期  35,983,835株
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【定性的情報・財務諸表等】 

１．連結経営成績に関する定性的情報 

 当第１四半期（平成20年４月１日～平成20年６月30日）におけるわが国の経済は、原油を中心としたエネルギー・

原材料の高騰及び米サブプライム問題に端を発した世界的な金融市場の混乱から、景気停滞感が強まり、景気の先行

きに対する不安感が増大しつつあります。 

このような経済状況のもと、当社グループは、個々の事業領域の採算性向上と、マーケット毎の的確な対応により

シェア拡大に努めました。さらに、今後の変化に即応して、意思決定の迅速化・機動性を図るために、事業領域ごと

に分社化することにしました。その第一段階として、当社グループの「廃棄物処理その他の環境保全事業」に従事す

るジャパンウェイスト株式会社を、アサヒプリテック株式会社の子会社として、本年５月１日に設立しました。なお、

ジャパンウェイスト株式会社は、各自治体の許認可を取得次第、アサヒプリテック株式会社から環境保全事業を順次

移転させる予定です。 

 当社グループの貴金属リサイクル事業領域に関しては、電子材料分野では、既存顧客及び新規顧客開拓によるイン

ジウムの回収量が前年同期を大幅に上回りました。歯科材料分野では、マーケットシェアの更なる拡大に努めた結果、

貴金属原材料回収量は堅調に推移しました。宝飾流通・製造分野では、流通市場での回収強化により、貴金属原材料

回収量は前年同期を大幅に上回る結果となりました。 

なお、金属平均販売単価に関しては、金・銀・プラチナ・パラジウムは前年同期の平均販売単価を上回りましたが、

インジウムは前年同期の平均販売単価を下回りました。 

  当社グループの環境保全事業領域に関しては、写真感光材料分野では、デジタルカメラ普及の影響を受け、写真感

材廃液の処理量は前年同期を下回りましたが、昨年11月に株式会社サニックスより事業譲渡を受けた北九州工場の貢

献もあり、廃試薬・廃液・汚泥・廃油の取扱量は前年同期を上回りました。また、各連結子会社の業績は堅調に推移

し、環境保全事業の規模拡大に寄与いたしました。 

 以上の結果、当第１四半期連結会計期間の連結売上高は39,395百万円、セグメント別では、貴金属リサイクル事業

が35,741百万円、環境保全事業が3,654百万円となりました。利益面では、連結営業利益は3,295百万円、連結経常利

益は3,278百万円、連結四半期純利益は1,974百万円となりました。 

 この結果、前年同期と比較して、売上高は12,408百万円の増収、営業利益は653百万円の増益となりました。 

 

２．連結財政状態に関する定性的情報 

 当第１四半期末における総資産は、57,726 百万円となり、前連結会計年度末比 2,107 百万円の増加となりました。

その主な要因は、金属相場上昇等によるたな卸資産の増加額 2,397 百万円によるものであります。 

 なお、純資産は 33,095 百万円となり、自己資本比率は 57.3％となりました。 

（キャッシュ・フローの状況） 

 当第１四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益 3,273 百万

円に減価償却費 623 百万円を加え、たな卸資産の増加及び法人税等の支払等を加減した結果 721 百万円の減少となり

ました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の取得による支出 534 百万円等により、523 百万円の減少となり

ました。主な設備投資は、テクノセンター等の設備投資であります。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、長短期借入金の純増加額 2,096 百万円等により、1,267 百万円の増加とな

りました。 

 以上の結果、現金及び現金同等物の当第１四半期末残高は 2,045 百万円となりました。 

 

３．連結業績予想に関する定性的情報 

 今後の見通しにつきましては、平成20年５月12日の決算短信で発表いたしました第２四半期連結累計期間及び通期

の連結業績予想通りであり、変更はありません。 

 

４．その他 

（1）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

     平成 20 年５月１日、当社が保有する国内子会社５社（日本ケミテック株式会社・株式会社三商・株式会社塩入

建材・株式会社太陽化学・株式会社イヨテック）の全株式を現物出資し、当社の完全子会社である「ジャパンウ

ェイスト株式会社」を設立いたしました。 

 

（2）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

   ①法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法に

よっております。 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発

生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・

プランニングを利用する方法によっております。 
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（3）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

   ①四半期財務諸表に関する会計基準の適用   

当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第 12 号）及び「四半期財務諸表に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 14 号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸

表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

 

   ②リース取引に関する会計基準の適用 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第 13 号（平成５年６月 17 日（企業会計審議

会第一部会）、平成 19 年３月 30 日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第 16 号（平成６年１月 18 日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成 19 年３月 30 日改正））が平

成 20 年４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用することができることになった

ことに伴い、当第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理に

よっております。 

また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期間

を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。 

この変更に伴う営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響はありません。 

 

   ③「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用 

当第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」

（実務対応報告第 18 号 平成 18 年５月 17 日）を適用しております。 

なお、この変更に伴う営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響はありません。 

 

   （追加情報） 

    当社及び国内連結子会社は、平成 20 年度の法人税法改正を契機に有形固定資産の耐用年数を見直し、当第１

四半期連結会計期間より、機械装置の耐用年数を変更しております。 

    この変更により、従来と同様の方法によった場合と比較して、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期

純利益がそれぞれ 156 百万円減少しております。 
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５．四半期連結財務諸表 

(1）四半期連結貸借対照表 

  （単位：百万円） 

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日現在）

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 

（平成20年３月31日現在） 

期  別 
 
 
 
科  目 金   額 金   額 

（ 資 産 の 部 ）  

Ⅰ 流 動 資 産   

１． 現 金 及 び 預 金  2,045 2,054 

２． 受取手形及び売掛金  5,885 4,858 

３． 製 品  7,463 7,385 

４． 原 材 料  11 10 

５． 仕 掛 品  16,118 13,801 

６． そ の 他  1,672 2,826 

 貸 倒 引 当 金  △     7 △     7 

 流 動 資 産 合 計  33,189 30,928 

Ⅱ 固 定 資 産   

１． 有 形 固 定 資 産   

(1） 建 物 及 び 構 築 物  7,074 7,091 

(2） 土 地  9,845 9,817 

(3） そ の 他  5,251 5,363 

 有形固定資産合計  22,171 22,272 

２． 無 形 固 定 資 産   

(1） の れ ん  1,585 1,621 

(2） そ の 他  257 269 

 無形固定資産合計  1,843 1,890 

３． 投資その他の資産  520 527 

 固 定 資 産 合 計  24,536 24,690 

 資 産 合 計  57,726 55,618 

    
 

－　4　－














	サマリー
	21年3月期第1四半期短信_0807301300.pdf



